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究会の参加については、市といたしましても協

力をしてまいりたいというふうに思っていると

ころでございます。 

 （５）の捕獲の担い手確保のためのメリット

措置でございますけれども、議員ご指摘のよう

に、昭和50年当時は猟友会の長井分会の方、

180人ほどいらっしゃったようです。現在が29

から30というふうなことで、なかなか新規の取

得者がいないというふうなところが要因で、減

ってきております。 

 捕獲の担い手支援の状況でございますけれど

も、狩猟免許、網わな、銃、３種類ございます

けれども、それぞれ狩猟免許の新規取得に要す

る費用につきまして、費用の２分の１、５万円

を上限として補助をいたしているところでござ

います。29年から30年度にかけまして、合計４

名の方に補助金を活用いただいておりまして、

これによりまして、何とか減少を食いとめてい

る状況にございます。これにつきましても、他

市町の事例なども参考にしながら、ＰＲ、支援

策を検討してまいりたいというふうに思います。 

 なお、今後の具体的被害対策でございますけ

れども、さきにお答えしたとおりでございます

けれども、寄せつけない、あるいは捕獲圧を増

す、あと実際に捕獲するというふうなことにな

ると思いますけれども、地域の活動といたしま

しては、農林課所管の多面的機能交付金事業で

も緩衝帯の設置などについては活動してもよい

ということになっていますので、被害が多い地

域ではぜひお願いをしてまいりたいというふう

に思っております。 

 また、水稲共済などでは、有害鳥獣による損

害も補償してございますので、これも機会を捉

えて周知してまいりたいと思います。 

 さらには、昨年実施いたしました地域ぐるみ

で行う鳥獣被害対策支援事業、こういった事業、

地域ぐるみの活動というふうなことでは非常に

重要だと思いますので、今後も引き続き検討し

てまいりたいというふうに思います。 

○平 進介議長 ５番、竹田陽一議員。 

○５番 竹田陽一議員 丁寧なご回答、ありがと

うございます。 

 地域づくりについては、やっぱりスタートを

したばかりなので、大変運営協議会そのものも

不安でいるのかなというふうに思っていますの

で、先ほど市長からも答弁ありましたが、力強

い丁寧な支援のほどを引き続きよろしくお願い

をしたいと思います。 

 それから、鳥獣対策関係なんですが、やはり

農業、農村の振興の妨げになる鳥獣被害という

ふうなことでありますので、ぜひ効果的な対策

を早急にとっていただきたいと、おくれればお

くれるほどなかなか対処がしづらいというよう

な状況になりますので、その点についてよろし

くお願いしたいと。 

 これで、以上、私の時間は終わりましたので、

質問を終わります。ありがとうございました。 
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○平 進介議長 次に、順位９番、議席番号14番、

今泉春江議員。 

  （14番今泉春江議員登壇） 

○１４番 今泉春江議員 日本共産党の今泉春江

でございます。大きく５つの質問をいたします。

答弁は市長に求めます。 

 まず最初の質問です。このたびの市議会選挙

の受けとめについて伺います。 

 長井市議会選挙が行われました。長井市議会

選挙は、当初、無競争などと思われていました

が、結果的には選挙となりました。市民の権利

が行使されたことはよかったと思います。 

 しかし、前回よりも大きく投票率が下がり、

市民の関心は低いものになりました。市長はこ
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の要因はどのように考えますか。市民の反応を

どう受けとめていますか。 

 また、地方自治体の議会は二元代表制であり、

議員と議会の役割は、市民の願いを市政に生か

し、市政を監視、チェックする役割があります。

市長は議会と議員の役割はどのようなものとお

考えか、お伺いします。市と議会が市民の願い

に応えていくことを求め、質問します。 

 次に、消費税増税について伺います。 

 10月からの消費税増税に対して、生活や商売

への不安が日々高まっています。こんな経済状

況で増税を強行していいのかという声は、消費

税増税に賛成する人たちの中からも上がるよう

になっています。前回の消費税８％への増税を

契機に、実質家計消費は年25万円も落ち込み、

労働者の実質賃金も年10万円も低下してしまっ

たと言われています。 

 今回の消費税10％増税による増収は５兆円規

模です。政府は、景気後退の局面で５兆円に近

い大増税を強行しようとしています。安倍政権

は、増税分は全部お返しするとしていますが、

返すぐらいなら増税しなければいいのではない

でしょうか。消費税に頼らなくても財源の確保

はできます。大企業優遇税制を是正し、中小企

業並みの負担を求めれば４兆円が確保できます。

また、富裕層優遇税制を是正すれば3.1兆円が

確保できます。さらに、米軍への思いやり予算

の廃止で0.4兆円が確保でき、これだけでも合

計7.5兆円が確保できます。今回の増税分を財

源に充てるとしている施策の中で、幼児保育無

償化、高等教育の負担軽減、低年金底上げなど

の社会保障や教育、子育てに関するものなどの

予算2.6兆円は、先ほどの財源で可能であり、

ポイント還元や軽減税率、景気対策の大型公共

事業などは増税しなければ必要ありません。 

 長井市の市民の暮らしや商店も大きな不安を

抱えており、増税になれば、市民の暮らしや商

売はさらに厳しいものになります。この中で、

議会に対し、市民団体から消費税増税をしない

よう国に意見書提出を求める請願も出されてい

ます。市長は増税が長井市民の暮らしにどのよ

うな影響を及ぼすとお考えですか。 

 消費税増税の中止で暮らしに希望が持てるよ

うな政治を求めます。市長は市民の暮らしを守

るために消費税増税に反対をすべきと思います

が、いかがですか。お考えを伺います。 

 次に、中心市街地活性化について質問します。 

 まず、長井市を訪れる観光客の推移について

伺います。 

 川のみなと長井が開業し、長井市が文化的景

観の指定を受け、有形登録文化財の旧長井小学

校第一校舎の改築も終了し、今まで以上に観光

客をお迎えする準備は整いつつあります。 

 さて、道の駅は、中心市街地活性化のために

つくられました。入館者は昨年49万人、一昨年

は50万9,000人と報告されており、過日、入館

者が100万人を突破との報道がありました。売

り上げを見ますと、昨年、一昨年とさほど変わ

りはなく、２億4,000万円台を示しています。

菜なポートの売り上げもここ２年は１億6,000

万円台を維持していますが、細かく見れば、入

館者や売り上げは多少減少傾向になっている状

況です。しかし、変化はさほど大きくないので、

これからの取り組み次第では伸びる可能性もあ

ると思いますが、道の駅の目的である中心市街

地活性化のためには、今後も観光客誘致は大き

な課題かと思います。 

 まずお聞きします。道の駅川のみなと長井か

ら中心市街地活性化への取り組みの状況はいか

がですか。まちなかの経済効果は具体的にどれ

ほどありますか。商店などの反応はいかがです

か。どう活性化につなげていきますか。今後の

取り組み計画での目標も伺います。 

 そこで、長井市の観光の目玉であるながい黒

獅子の里案内人などによるまちなか歩きは、市

街地活性化の一つの施策と思いますが、総会資
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料を見ますと、昨年は一昨年より680人ほどふ

えており、2,739人となっています。しかし、

祭り関係は1,327人ほど大きく減少し、5,959人

となっています。合計しますと、残念ですが、

一昨年より647人ほど減少しています。全体に

減っている要因は何でしょうか。また、まちな

か歩きの増加の要因は何でしょうか、伺います。 

 ここで、ふえているまちなか歩きに注目して

みたいと思います。黒獅子の里案内人と一緒に

見学している観光客を時々見かけますが、この

数字にカウントされない個別のまちなか歩きの

方も結構見かけます。ですから実際はこの

2,739人より多くの観光客がまちなか歩きをし

ていることになります。まちなかの水路やフッ

トパスの小道、文化財の蔵や旧長井小学校第一

校舎など、長井の歴史や文化に触れていただい

ていますが、どのような印象を持ってお帰りに

なるのかお聞きしたいと思います。そして、ま

ちなかにどの程度の経済効果を及ぼしているの

かお聞きします。さらに、今後のまち歩きの進

め方、計画なども伺います。 

 さらに、まち歩き観光がふえていることを受

けて、大事なことは、観光客が必ず訪れるまち

なかのフットパスや小道の草刈りなどの整備、

維持管理、水路などの掃除などの受け入れ体制

が重要です。基本は市が整備するものと思いま

すが、ところが驚くことに、多くの場所で１年

を通じ、市民の自主的な掃除や草刈り、川の掃

除などが行われ、維持されています。大変喜ば

しいことですが、市としてそのことを知ってお

りましたでしょうか。 

 そこで、一例を紹介します。実は、やませ蔵

脇のフットパスの小道の草刈りや川の掃除を何

年もの間、地域の方々がしてこられました。そ

の方々は、多くの観光客がここを通るので、見

るに見かね、10年ほど自主的にしてきた。観光

客が橋を渡り、向かい側で蔵を見ながら説明を

受けていたが、草が伸び放題の場所に案内して

いた。汚くてごめんなさいと声をかけたが、こ

んなことでいいのかと疑問に思った。自分たち

も年なので限界があり、市で何とかしてほしい

と話され、私は返す言葉がありませんでした。

長井の観光がこのような多くの市民の方々に支

えられていることに頭が下がる思いです。 

 このことを受け、市として市内のフットパス

や小道の草刈りや川の掃除や安全管理などを行

っていくことに力を入れていただく必要がある

と思います。何度来ても長井の町並みに癒やさ

れる、長井はいいところですねと言っていただ

けるようにしようではありませんか。そうして

まちなかの誘客をふやし、中心市街地活性化に

つなげていってほしいと考えます。市長に要望

とともに、お考えをお聞きします。 

 次の質問です。私の選挙の公約でもある高過

ぎる国保税の引き下げ、18歳までの医療費無料

化について質問します。このことは３月議会で

も質問しておりますが、市民の多くが高過ぎる

国保税の引き下げ、18歳までの医療費の無料化

を強く要望しておりますので、改めて質問させ

ていただきます。 

 国民の暮らしを支えるはずの社会保障が、高

い保険料や給付、サービスの低下により、暮ら

しを押し潰すようになっています。暮らしを支

え、生存権を保障する社会保障本来のあり方に

していく第一歩として、公費１兆円の投入で国

民健康保険料を引き下げていくことが求められ

ています。 

 国保は、加入者の４割が年金生活者、３割が

非正規雇用者であり、所得の低い人が多く加入

する医療保険です。国保の都道府県化によって、

今でも高過ぎる国民健康保険料の負担がさらに

引き上げられようとしています。３月議会の市

長答弁にもありましたように、全国知事会、全

国市長会、全国町村会などが、加入者の所得が

低い国保が他の医療保険料より高く、負担が限

界に達している国保の構造問題を解決するため
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に、１兆円の公費投入をふやして国保料を引き

下げることを国に要望しています。 

 国保には、勤労者の医療保険にはない均等割、

平等割があり、高い保険料の大きな要因になっ

ています。公費負担を１兆円ふやせば、均等割、

平等割をなくせます。実現には時間がかかると

思いますが、それまで自治体は国の政治から住

民の命と暮らしを守る防波堤の役割を果たすこ

とが求められており、国保税の引き下げのため

に一般会計からの繰り入れを行い、国保税を引

き下げる必要があるのではないでしょうか。３

月議会でも言いましたが、岩手県宮古市では、

ゼロ歳から18歳までの全ての子供の均等割の完

全免除を本年度から実施します。この完全免除

の対象は501世帯836人、予算総額はシステム改

修費用を含め1,833万円です。長井市の場合、

宮古市と同じように全ての子供の均等割の完全

免除にする場合、対象は何世帯で何人になるで

しょうか。そのための予算はどのくらい必要で

しょうか、お聞きします。 

 長井市でもこうした先進事例に学び、子供の

均等割の完全免除に踏み出すべきではないでし

ょうか。決して無理な提案ではないと思います

が、いかがお考えですか。 

 最後の質問です。18歳までの医療費無料化に

ついて確認いたします。 

 市長は３月議会で平成32年度に検討したいと

答弁されました。このことは、市民の皆さんは、

１年先だがよかったと大変喜んでいました。私

もこのことは大きく評価させていただきます。 

 県内での実施自治体は、寒河江市、天童市、

尾花沢市、また、東根市はことし10月から、さ

らに西置賜３町、東置賜２町、そして金山町、

真室川町、舟形町、朝日町、大江町、遊佐町、

鮭川村、戸沢村などで、実施自治体は県内全市

町村で51.4％になります。子育て支援の大きな

施策であり、長井市での来年の実施が待たれま

す。内谷市政が市民の子育て世代へ大きく寄与

されることを期待いたします。 

 以上、大きく５つの質問をいたします。簡潔

明瞭な答弁を求め、壇上からの質問といたしま

す。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 今泉議員のご質問にお答えいた

します。議員からは、大きく５項目、多岐にわ

たってたくさんご質問いただきました。順次お

答えいたします。 

 まず、最初の長井市議会議員選挙の受けとめ

についてということでございますが、今回の市

議会議員選挙の投票率の低下をどう考えるかと

いうお尋ねでございます。 

 市議会議員選挙における投票率につきまして

は、長井市の場合、昭和30年に96.54％、今回

は67.45％と29.09％低下いたしました。投票率

の低下につきましては全国的な傾向であり、統

一地方選挙における全国の市町村議員選挙の投

票率の平均が昭和30年に82.37％で、前回の平

成27年度に47.33％と35.04％低下しました。 

 地方選挙は、以前は地域の縛りも強く、見知

った人が立候補されることから、国政選挙より

も投票率が高いと言われておりましたが、最近

は必ずしもそうでなくなってきております。都

市化の進展や少子高齢化により、地域社会の結

びつきが強まったり、価値観の多様化や投票に

行くメリットがない、行っても生活は変わらな

いと思っている有権者や、選択肢がないと思っ

ている有権者がふえていることも投票率低下の

一因になっていると言われております。今回の

市議会議員選挙におきましては、当初、無投票

になるのではないかと思われていたことも一因

だと思いますが、全国的な傾向が当市にも当て

はまるんではないかと思っております。 

 また、これは選管のほうともいろいろ協議を

して、今後の課題ということなんですが、やは

り高齢者の方で、なかなか自分で投票所に行き

たくても行くのが困難だという方もあろうかと
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思いますので、これらについては今後の選挙の

課題として検討が必要ではないかと考えており

ます。 

 また、議員のほうからは、市民の反応をどう

受けとめるかと、あと地方自治体の二元代表制

である議会と議員の役割をどう考えているのか

ということでございますが、市民の反応につき

ましては、やはり今回の市議会議員選挙、その

前の県議会議員選挙、その前の市長選挙、とも

に過去最低ということになっておりまして、や

はり核家族化が進んで、我々地方のほうも都市

的なそういう選挙の動向があるのかなと思って

おります。 

 また、地方自治体の二元代表制でございます

けれども、議員からもございましたように、私

ども地方自治体については国の議院内閣制と違

いまして、議会と執行者である私は同じ住民、

市民の皆様から選んでいただくわけですが、議

会のほうについては議決権を有しているという

こと、それから、執行者に対して監視をしてい

く役割があるということでございますが、一方

で、二元代表制の我々、私ども執行者、市長で

ある私としては、いわゆる政策等々の提案権に

ついては、議会では一部の条例等を除いてはご

ざいませんので、したがいまして、議員の皆様

も市民の皆様からの選挙で公約等々おっしゃっ

ていると思うんですが、それを実現するために

は私ども執行者側と協議をして、やっぱり合意

を得る必要があると。 

 私ども執行者側もぜひやりたい政策があった

としても、その予算の議決権は議会がお持ちな

わけですから、議会の協力を得ないと、これを

実行することができないと。ですから、お互い

牽制し合い、あるいは協議、議論を深めながら、

市民のために同じ方向を向いて協力していくと

いうことも必要なことだと思っております。 

 したがいまして、国のような議院内閣制にお

ける与党、野党はないと。それから、批判は当

然、私は執行者側として受ける。これは、受け

るのは当然ではありますが、批判だけでは市政

はよくならないということでありますので、あ

わせて提言等々もしっかりいただきたいという

ふうに思っておりますし、私も議員の皆様から

の提案については、議会側も是々非々っていう

言葉がございますが、私も是々非々で、しかも

大切なことは財源をどうするかというところの

部分が議員の方にとって、人にも違いがあるん

ですが、やはり財源をご理解されないで、もう

要求ばかりされても実現できないものはできな

いということでありますので、財源をどうする

かということもやっぱり我々、執行者側とも協

議をしていただきたいと思うところでございま

す。 

 続きまして、大きな項目２点目の消費税10％

増税についてお答えを申し上げます。 

 10月からの消費増税が市民の暮らしにどのよ

うな影響を及ぼすのか、そのことについて市長

の考えを問うということでございますが、10月

１日からの消費税率引き上げにつきましては、

政府といたしまして、さまざまな対策が施され

ております。内閣府の資料によりますと、消費

税率の引き上げに伴う対応の概算といたしまし

て、税率引き上げで５兆7,000億円程度、一昨

年度実施したたばこ税や所得税の見直しなどで

6,000億円程度の負担増とともに、食料品など

に適用させる軽減税率制度により１兆1,000億

円程度の負担軽減が見込まれ、差額で５億

2,000万円程度の負担増が見込まれております。 

 次に、消費税引き上げでの財源に基づく施策

による国民の受益面に目を向けますと、10月１

日から実施予定であります幼児教育無償化や年

金生活者支援給付金の支給などで３兆2,000億

円程度の受益増が見込まれております。経済へ

の影響としましては、負担増として見込まれて

いる５兆2,000億円程度から、この受益増を引

いた額として、２兆円程度に抑制されるだろう
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とされています。 

 一方、消費税引き上げに対応した新たな対策

としまして、臨時特別の予算措置としまして、

ポイント還元や５月の臨時議会で補正予算を計

上させていただきましたプレミアムつき商品券、

防災・減災国土強靱化等に対し２兆円程度、さ

らには住宅ローン減税の拡充や自動車の取得時

及び保有時の税負担の軽減などにより、3,000

億円の税制上の支援を合わせて２兆３億円程度

の措置をすることとしており、先ほど申し上げ

ました経済への影響としての２兆円を上回る措

置となっております。 

 次に、市長は市民の暮らしを守るため、消費

増税に反対をすべきと思うが、考えはどうかと

いうことでございます。 

 消費税率の引き上げに伴う措置により軽減さ

れる分野は、幼児教育無償化については子育て

支援、年金生活者支援給付金については高齢者、

またプレミアムつき商品券の発行については低

所得者や子育て世帯の支援など、大学生を抱え

る住民税非課税世帯では、収入の約23から30％

に当たる額を大学授業料無償化として支援する

ほか、給付型奨学金を大幅に拡大するなど、福

祉、子育て、教育と幅広い分野での支援するこ

ととしています。 

 また、耐久消費財である自動車や住宅の購入

者に対する税制予算措置として、消費税率引き

上げ後に購入した新車から自動車税を減税した

り、令和２年末までについて住宅ローン減税の

対象期間を10年から３年延長し、その期間に建

物を購入した場合に、その価格の消費税２％分

を減税するなどの措置をすることとしており、

食料品など日常的に必要なもの、高額なものに

ついても配慮されており、結果として増税の影

響以上の対策をとっていることがわかります。 

 したがいまして、議員からは代替の財源とし

てこういうものがあるんじゃないかと丁寧にご

提言といいますかね、この市議会の場でいただ

いてもしようがないわけですけども、そういう

ことをおっしゃっていますが、残念ながら国で

はそういった議論にはならずに、ましてやそう

いった法案とか予算が通るわけでもございませ

んので、私ども市町村とすれば、今回、消費増

税はしないにこしたことがありませんけれども、

今までできなかったさまざまな分野での福祉の

向上が図られるということであれば、一定程度、

やっぱりこれを受け入れざるを得ないのではな

いかと考えております。 

 続きまして、３番目の中心市街地活性化につ

いてでございます。議員のほうからは、道の駅

川のみなと長井の大きな目的である中心市街地

活性化はどう推移しているかということでござ

います。 

 まず、議員からは繰り返し、道の駅は中心市

街地の活性化のためにつくられたものというお

話がございましたけれども、それは正しくはご

ざいません。中心市街地の活性化にも資するの

ですが、基本的には産業振興が第一であります。

その産業振興は農業の振興であったり、６次産

業化であったり、観光交流の振興であったり、

そして中心市街地の活性化、商店街の活性化に

も資するというもので、中心市街地の活性化の

ためにつくったものではございません。ですか

ら、それは誤解のないようにお願いしたいと思

います。中心市街地活性化基本計画の中では、

これは道の駅も中心市街地の活性化のために資

する施設として考えておりますし、フラワー長

井線の長井駅につきましても中心市街地の活性

化に資するものと考えておりますので、誤解の

ないようにお願いしたいと思います。 

 ご存じのとおり、長井市は現在、中心市街地

活性化基本計画を実施中であり、その評価は毎

年計画のフォローアップとして行っております。

その中の項目で、まちなかの歩行者数やまちな

か観光客数を上げておりますが、これは議員の

ほうからもいろいろご指摘いただきました。歩
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行者数は平成28年に比べ、昨年の平成30年度は

132人から256人に約２倍増加しております。ま

ちなかの観光客数は計画区域内に道の駅があり

ますので、平成28年度の17万8,000人から平成

30年度には67万3,000人と3.8倍にふえていると

いうことになります。 

 客観的にまちなかの状況を拝見しますと、以

前よりはまち歩きなどをしている方がふえてい

るように感じますが、いかがでしょうか。これ

は道の駅での市街地飲食店などの情報発信や、

観光局でのバス補助事業、クーポン事業や誘客

事業、加えてボランティアガイドのまち歩きな

どによる効果と捉えております。 

 委員から質問ありました、まちなかの経済効

果は具体的にどれほどかと、商店などの反応は

どうかということですが、まちなかの経済効果

については、この経済効果、あるいは経済波及

効果の調査というものは、時間も費用もかかる

大変難しいものになります。これまで行ってき

た効果については、観光局で直接誘客した企画

旅行や、タイアップ事業などについては、各旅

行エージェントが幾ら市内の店舗などに支払っ

たかという部分はわかりますが、お客様個人が

幾ら使ったかについては、そのための調査をし

ないとわかりません。これについては、やまが

たアルカディア観光局で本年度から行うマーケ

ティング調査というもので明らかにしていくこ

ととしています。商店などの反応については、

観光局で実施している滞在交流型の商品でお世

話になっているお店や旅行会社へのバス補助で

提携している500円券を使用したお店からの反

応は、大変満足しているというお声を伺ってお

ります。 

 続きまして、どう活性化につなげていくか、

今後の取り組み計画の目標はということでござ

いますが、さきに述べたとおり、今年度からの

やまがたアルカディア観光局の事業で、地方創

生推進交付金を活用したマーケティング調査を

行っていきますので、その調査をもとに戦略を

立てて、ＰＤＣＡサイクルで取り組んでいくこ

ととしております。 

 中心市街地の活性化に直結する観光局の目標

としては、当面、３年間で地方創生推進交付金

をもとに取り組む事業のＫＰＩを設定していま

すので、まずはその目標値を達成できるよう運

営してまいります。目標の項目は、旅行業によ

る売り上げ、旅行商品催行数、宿泊数、会員数

で反映するところは、旅行消費額の増加、延べ

宿泊数の増加、来訪者満足度の向上、リピータ

ー率の向上などでございます。中心市街地の活

性化には、このような取り組みを行うことで活

性化へつなげていきたいと考えているほか、民

間事業者の市街地への進出、支援も別事業で取

り組んでいます。 

 続きまして、中心市街地活性化の一つの施策

であるながい黒獅子の里案内人による観光客の

推移はどうか、祭り関係の人数の減少とまちな

か歩きの人数の増加の要因は何かということで

ございます。ご質問でございます。 

 祭り関係の案内人数が減っている原因、まち

なか歩きの増加の要因でございますけれども、

ボランティアガイドの皆さんには、花観光時期

はほとんど休む暇がないほど頑張っていただい

ております。データの数値を見ての質問と存じ

ますが、この数値の変動については、単純な要

因ではお答えできるものではないので、ご了承

いただきたいと思います。 

 数値の変動要因として考えられることを幾つ

かお答えいたします。 

 祭り関係の案内人数の減少については、一つ

の理由として、昨年は案内人として活躍してい

ただいている人数が少なくなりました。非常に

厳しい状況であり、状態であり、対応できる人

数が限られていたことが上げられます。これに

ついては、昨年からことしにかけて観光ボラン

ティアのガイドの皆さんが声かけをして、増員
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していただきましたので、ことしは数字もまた

上げていただけるのではないかと期待している

ところでございます。 

 ２つ目として、祭り期間中の案内人数は、そ

の年の団体客案内回数に大きく左右されるとい

うことでございます。30年度は旅行会社からの

依頼が若干少なかったということでございます。 

 まちなか歩きがふえた要因の理由としては、

一つ言えますことは、祭り期間中の案内とは逆

に、旅行会社からのまち歩き要請がふえた結果

と分析しています。祭り期間中以外の観光客が

ふえることは、よい方向に向かっているという

ことと考えております。 

 続きまして、黒獅子の里案内人によるまちな

かへの経済効果はどうかということでございま

すが、まちなか歩きでどのような印象を持って

お帰りになるのか、まちなかにどの程度の経済

波及効果を及ぼしているのかというお尋ねでご

ざいますが、お客様の反応は大変よいものとな

っています。例えば市報にも毎年フットパスウ

オークの報告はしていますが、満足度は100％

であり、参加者の声は、ガイドの説明が大変よ

かったと、地元の皆さんの温かいもてなしに感

謝などが寄せられています。まちなか歩きは非

常にリピーターが多いことからも、お客様の満

足度がうかがえると思います。 

 経済効果ですが、参加者はフラワー長井線を

利用してお越しいただく方もいますし、道の駅

に車をとめて歩いてくる方もいらっしゃいます。

アンケート調査の結果は、買い物に幾ら使った

かの問いに、1,000円から2,000円が最も多いよ

うでございます。中には5,000円以上の買い物

をされている方もいると伺っています。 

 なお、経済効果を図る調査は行っておりませ

ん。 

 今後のまち歩きの進め方や計画のご質問です

が、ガイド事業として計画しているものは、文

化的景観のコースです。観光局では、これとは

別に会員事業所との企画で、体験型のまち歩き

を計画していきます。 

 続きまして、小道の草刈りや河川などの整備、

維持、水路の清掃などが重要、多くの場所で市

民の自主的な清掃や草刈りが行われていること

を知っているか、何度来ても長井の町並みにい

やされると、長井はよいところですねと言って

いただけるようにしようではありませんかとい

うご質問でございます。 

 河川や小道など公共の場所の管理につきまし

ては、昔から行政のみの対応では難しいために、

特に日常の維持管理の部分については、地域住

民のご協力により環境保全を行ってまいりまし

た。これは市内全域どこも同じ状況だと思って

おります。現在でも各地区の住民の皆様には水

路清掃などを行っていただいており、中央地区

用水管理会には、水門管理とともに、スクリー

ンのごみ回収などをしていただいております。

このほか、最上川水辺環境整備促進協議会には、

最上川フットパスの清掃などを、宮・小桜街区

まちづくり協議会には、橦木川やフットパスの

清掃などを、また田の耕作者には田んぼの周辺

の水路や道路ののり面等の草刈りなどを自主的

に行っていただいています。 

 そのほかご紹介させていただいた事例のほか

にも多くの団体やＮＰＯ、近隣の住民のご協力

により草刈りや清掃等の活動を行っていただい

ております。市ではこれらの活動で出た土砂や

ごみ等を回収するとともに、イベントに合わせ

た草刈りや日常管理の範囲を超えるようなしゅ

んせつ、補修等を行っているところです。 

 さきにもお話ししたように、行政が管理すべ

き施設は数多くあり、適切に管理していくには

地域の皆様と役割を分担しながら維持管理を行

うのが効率的であり、かつ地域コミュニティー

の形成や地域の活性化にもつながるものと考え

ます。長井市全体が常にきれいに維持されるよ

う、皆様とともに取り組むことは、まちづくり、
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地域づくりであり、観光地域づくりにつながる

ものと考えます。 

 続きまして、大きな項目４点目の国民健康保

険税の引き下げについてでございます。 

 議員からは、一般会計からの繰り入れで高過

ぎる国保税を引き下げるべき、また子供の均等

割を免除するために、長井市の対象世帯と人数

と、その予算は幾らか、完全免除にすべきとい

うご質問でございます。 

 ３月定例会でもお答えしておりますが、昨年

度の国保制度改正に合わせて、国保税率を引き

下げしております。具体的には、医療分の平等

割額を1,200円減額し、医療分の資産割の税率

を23％から15％へ８ポイント下げています。こ

れは国保財政に必要な額を詳細に検討し、適切

に設定していると考えています。そもそも国保

特別会計は国保の加入者を対象としており、国、

県、市と加入者が一定の負担割合で賄われるべ

きものです。保険料を下げることを目的として、

一般会計から繰り入れするということは、国保

以外の被保険者が医療保険を二重に負担すると

いうことになり、健全な運営とは言えないと考

えております。 

 他の医療保険、社会保険などと比較して、国

保税が高いとおっしゃいますけれども、社保と

国保では保険財政の仕組みが全く異なります。

社保には保険料の事業主負担があるため、本人

負担が少なくなるのは当然であり、同じものと

して比較すべきではないと考えております。ま

た、子供の均等割の完全免除について、市全体

の国保加入者は約5,200人、そのうち18歳未満

の加入者は約400人です。世帯数では、市全体

で約3,200世帯、そのうち18歳未満のお子さん

がいる世帯は約200世帯となっております。均

等割は、医療分の２万8,800円と、後期高齢者

支援分8,400円を合わせて３万7,200円、子供

400人で1,488万円、所得に応じて２割、５割、

７割の軽減税率がございますので、子供の均等

割を免除するには、およそ1,000万円を超える

額が必要となります。 

 議員から事例としてご紹介いただきました岩

手県宮古市では、子供の均等割減免として、所

得制限もなく全額免除することで、全国初の自

治体となりました。国保加入の子供が約800人、

単年度の所要額は1,500万円とのことです。国

保加入の子供世帯にとってはありがたい事業と

はいえますけれども、不足する分を国保以外の

人が負担しなければならないのは変わりありま

せん。これは本来、国の制度の中でやるべき事

業だと思います。子供の均等割を免除した部分

を国がしっかり補填する制度があるべきだと考

えます。引き続き、国に対して国保の構造問題

の解決のためにも強く要望していきたいと考え

ております。国保会計の財源が不足するからと

いって、決して一般会計が楽ではないというふ

うに考えております。楽なわけではないという

ことだと思います。 

 なお、国保税率については、長井市では現在、

所得割、資産割、均等割、平等割の合計で算出

する４方式を採用していますが、山形県国民健

康保険運営方針に基づきまして、令和５年度ま

でに資産割を除く３方式に移行することとして

おります。影響をできるだけ緩和し、かつ円滑

に移行できるように、本年度からスケジュール

を含め税率改正について検討していきたいと考

えております。 

 それでは、最後の５項目めでございますが、

18歳までの医療費無料化についてと、18歳まで

の医療費無料化の整備促進について、次年度実

施の取り組みの遂行を求めるということでござ

いますが、これは先ほど申し上げましたけれど

も、まず、私どもは二元代表制ですから、やっ

ぱりこれは議論した上で決定しなきゃいけませ

んし、議会の皆様、私が施策として上程するか

については、やはり議員の皆様からのご意見な

どをいただいて決定いたしますが、やっぱり財
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源ということも考えますと、３月議会で渡部秀

樹議員、あるいは今泉議員にもお答えしている

ように、1,600万円程度必要と見込まれますの

で、そうしますと、３月議会で申し上げました

けれども、これから特に公立長井病院であった

り、文化会館であったり、市庁舎であったり、

学校調理場、今後必要な公共施設などを計画し

ております。そういった意味でいえば、できる

だけ必要不可欠なものの予算をしっかりと確保

して、そして新たな取り組みについてはやっぱ

り財源をしっかりと見きわめなければならない

ということで、今泉議員からのご説明ですと、

県内35の市町村のうち、51％ぐらいがもうやっ

ているんだぞという話ですが、ただ、市の中で

やっているところは二、三に限られていると思

います。やはり米沢市、南陽市とも連絡調整し

ておりますが、なかなかできないというような

話でございます。 

 ただ、やっぱり私はできるだけ、例えば消費

増税によって交付金で私どもに来る新たな交付

金、どのぐらいふえるのが見込めるのか、ある

いは国のほうでは保育料の無料化に向けて、こ

としについては100％国で見ますが、来年から

は我々地方自治体にも負担を求められているわ

けですね。これはおかしいぞということで、私

どもも午前中もお話ししましたように、全国市

長会としてきちっと物申しておりますので、そ

ういったところは私ども市長部局側だけじゃな

くて議会側も頑張ってくださいよ。自分たち出

しているんですか、そういったことを。 

（「私たち共産党は出します」と呼ぶ者あり） 

○内谷重治市長 いや、共産党じゃなくて、市議

会議長会ですよね。そういうふうにしていただ

きたいと思います。 

 高校生の医療費として、毎年1,600万円が必

要となる財源の確保など、慎重にならざるを得

ない状況は変わりません。また、市町村が身を

切るのではなく、国の制度として実施すべきで

あるという考えも以前から申し上げております

とおりで、近隣市町の動向、子育て世帯の負担

軽減を図るために、他の子育て支援策の優先順

位を適切に判断して、令和２年度中に実施でき

るように、それを目標に目指して検討している

ところでございます。 

○平 進介議長 14番、今泉春江議員。 

○１４番 今泉春江議員 市長からは大変ご丁寧

に答弁をいただきました。 

 まず、最初の市議選の受けとめは、市長のお

考えは承りました。 

 そして、消費税増税ですけども、やはり市民

にかかる負担は大きいものがあると思います。

一部低所得者への対応や何か、いろんなものが

消費税増税によって行われるといいますが、全

体的に消費税増税になれば、生活そのもの、商

売そのものも大変な打撃を受けるわけですので、

やはり市長としては市民の生活が大事ですので、

国が決めることではありますが、市民の暮らし

を守る立場にある市長が消費税増税と言うのは、

やはりちょっとどうですかと、中止すべきじゃ

ないかなと、市民の生活を考えれば中止すべき

ではないかなというメッセージを発信していた

だければ、市民にも希望を与えるのかなと私は

考えます。 

 そして、中心市街地活性化のための道の駅と、

これは違いますと。違いますというのは、ちょ

っと違うんじゃないでしょうか。産業振興って、

もちろん産業振興目的、当然です。中心市街地

活性化の中にはいろんな産業を持っていらっし

ゃる方もいますので、当然です。道の駅をつく

るときに、私たちは売り上げはどうだ、雇用は

どうだと随分議論しましたけど、これは中心市

街地活性化のためにまちに観光客を回遊させる

ためにつくるんですということを何回も答弁い

ただきました。ですから、私は中心市街地活性

化ということで質問したんですけども、違うと

いうことを真っ向から否定なさるっていうのが
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おかしいんじゃないかなと意見をまず申し上げ

ます。 

 そして、地域の方に協力していただいている

ということは大変喜ばしいことでありますが、

頼まれてここをお願いしますということでして

いらっしゃる方は、まだいいんです。本当に見

るに見かねてしていらっしゃるっていう方がい

るんです。ですから、そういう方々には、先ほ

ど申しましたけども、本当に頭の下がる思いで

すけども、そういうことをその場所、場所でわ

かっていらっしゃるのかなということを質問し

ました。 

 ですから、もちろん市民の方と協働でまちづ

くり、そういう観光のためにするということは

当たり前ですし、私たちも協力していかなくち

ゃならないんですけども、していますからいい

というもんではないかと思います。ですから、

そういうところもしっかりと手だてをしていた

だきたいなと思って、私のまず意見を申し上げ

ます。そこを後で確認していただければと思い

ます。 

 そして、きょう本当に時間があればもっと議

論したかったんですけど、宮古市の市長さんの

談話がありました。議会でこの国保が高いとい

うことで、国保と協会けんぽの差というものを

指摘を受けて調べてみたら、1.5倍から1.8倍に

なっていたということがわかって、加入者が子

育てするには負担が大きいことは明らかだと、

子供の均等割をなくすことで差が縮まればと思

って実行したと。もちろん国にも要望し、自治

体の均等割をなくす方向に持っていきたいと。

この市長さんは、財源はふるさと寄附金、ふる

さと納税ですね、市長にお任せというのがあり

まして、それを活用しましたと。子供を持たな

い方の負担はふえないよう、国保特別会計内の

やりくりではなく、一般会計で賄ったと。そし

て、実例を示し、国や県に財政負担を訴えてい

きたいと。 

 いや、本当に力強いメッセージだと私は受け

とめました。やはり国保税の負担は、既に負担

能力を超えておりますので、自治体の目的は住

民の福祉向上にありますので、住民の命と暮ら

しが脅かされているときに、市民の命と暮らし

の守り手として自治体がその役割を発揮すべき

ときではないかと思います。市長、いかがでし

ょうか。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 宮古市の件ですか。 

○１４番 今泉春江議員 はい、そうです。 

○内谷重治市長 先ほど申し上げましたとおりで

ございます。 

○平 進介議長 14番、今泉春江議員。 

○１４番 今泉春江議員 では、先ほどの市長答

弁を確認させていただきます。そして、まず、

きょうの提案を真剣に検討していただきたいと

再度要望いたします。 

 それから、最後の18歳までの医療費無料化で

すが、３月議会で32年度を検討したいと。今、

市長は最後に令和２年を目標にしたいというよ

うな答弁がありました。前段の答弁では、財源

が必要とか、1,600万円必要だか、財源が必要

だとか、公共施設と一緒になると大変だ、財源

が大変だとおっしゃいますけど、公共施設建設

と、こういう福祉というものは別だと思います。

公共施設でお金がかかるから、じゃあ福祉は切

り捨てるのか、要望があるのにそのままにする

のかと、それはちょっとおかしいと思います。

そこを一緒に理由になさらないでほしいと思い

ます。市長、いかがですか。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 私は新たな施策のことを言って

おりまして、福祉の切り捨てとか、そういった

ことではないわけですよね。ですから、限られ

た財源の中で新たなことをするときには、財源

を見つけなきゃいけないというふうに申し上げ

ておるんであって、それが理解できないという
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ことは見解の相違でございます。 

○平 進介議長 14番、今泉春江議員。 

○１４番 今泉春江議員 それはお金がなければ、

我々だってそうですよ、何にもできませんよ。

そのお金をどうするかと、財源をどうするかと

いうのが、もちろん私たち議会と当局の知恵で

しょう。それを今、市長がおっしゃったのは、

公共施設が次々となる、だから財源がないとい

うようなことをおっしゃったんじゃないですか。

それとはまたこういう福祉というものは別じゃ

ないですかということを私は申し上げたんでし

て、余りにも何か切り捨てのような答弁に聞こ

えます。 

 まず本当に、何か冷たいなと。きょうの市長

の答弁も、全体的にだめだめというような印象

を受けますけども、市長の思いはどういうとこ

ろにあるのかなと私はちょっと考えますけども、

ぜひこのこともしっかりと受けとめていただい

て、検討していただければと思います。市長、

もう一度、見解の相違などとおっしゃらないで、

ご答弁をお願いします。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 先ほど冒頭に今泉議員から質問

ありました議会と私ども執行部側のことですよ

ね。お互いにやっぱり理解し合わなきゃいけな

いと。 

 ただ、一方的に議員の皆さんからこうしろ、

ああしろということを言われているわけではな

いんですけども、今泉議員については、私のこ

とに対して常にやっぱり違う姿勢でおっしゃっ

ていると。ですから、私はそうじゃなくて、別

に福祉切り捨てなんてしないですよ。冗談じゃ

ないですよ。何で福祉切り捨てにするんですか。

そうじゃなくて、厳しい予算の中で、計画され

ている予算の中から新しいことをするには、き

ちんとした財源を確保しなきゃいけないと。で

すから、渡部議員みたいにいろんなことを言っ

ていただければいいんですが、これをあなたは

言ったでしょうみたいな、そういった言い方で

は私は違うんじゃないかと。お互い、議会と執

行部側が協力し合ってやっていくということが

本当に市民に望まれていることではないですか。

自分だけが正しいと、そういうことじゃないで

すよ。 

○平 進介議長 14番、今泉春江議員。 

○１４番 今泉春江議員 市長のお考えを最後に

伺いました。市長はご自分のことをそうおっし

ゃいますけど、私たちも自分たちの置かれてい

る立場、市民の声をお届けしているんです。私

が一方的になんていうことは決してありません。

市長のお考えなどもいろいろ受けとめておりま

す。一方的にそういうふうに否定はなさらない

ようにお願いいたします。 

 大変最後にかみ合わない議論になりましたけ

ども、引き続き市民のために、市民の願いを市

政に届けるために頑張ってまいりますので、か

み合う議論にさせていただきたいと思います。

質問を終わります。笑わないでください。終わ

ります。 

○平 進介議長 ここで暫時休憩いたします。再

開は午後３時20分といたします。 

 

 

   午後 ３時０１分 休憩 

   午後 ３時２０分 再開 

 

 

○平 進介議長 休憩前に復し、会議を再開いた

します。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 鈴木一則議員の質問 

 

 

○平 進介議長 順位10番、議席番号１番、鈴木


